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 承継等（譲渡・合併・分割・相続）の認可について 

 

１ 認可に係る共通事項 

（１）認可の基準について 

 ・ 承継等ができるのは、「承継元」が有する「全ての許可業種」であり、「一部の許可業種の

み」は認められません。このため、「承継元」と「承継先」の許可業種が重複する場合は、承

継等にあたり事前廃業の手続きが必要となる場合があります。 

  （例） 

   ①「承継元」と「承継先」の許可業種が重複しない場合 

    「承継元」・・・土（特）、筋（一）、舗（一）、園（一）の４業種 

    「承継先」・・・建（特）、大（一）、左（一）の３業種  

   →【承継後】・・・土（特）、建（特）、筋（一）、舗（一）、造（一）、大（一）、 

左（一）の７業種 

   ②「承継元」と「承継先」の許可業種が一部重複するが許可区分が同じ場合 

    「承継元」・・・土（特）、筋（一）、舗（一）、園（一）の４業種 

    「承継先」・・・建（特）、筋（一）、大（一）、左（一）の４業種  

   →【承継後】・・・土（特）、建（特）、筋（一）、舗（一）、園（一）、大（一）、 

左（一）の７業種 

   ③「承継元」と「承継先」の許可業種が一部重複するが許可区分が異なる場合 

    「承継元」・・・土（特）、筋（特）、舗（一）、園（一）の４業種 

    「承継先」・・・建（特）、筋（一）、大（一）、左（一）の４業種  

   →【承継後】・・・筋（特）と筋（一）の区分が異なるため「承継不可」となることから、

事前廃業の手続きを行ったうえでの手続きが必要となります。 

 

  なお、建設業者としての地位の承継人は被承継人の受けた法に基づく監督処分や経営事項

審査の結果についても、当然に承継することになります。 

 例）・承継等の認可後、被承継者の未提出の決算報告書がある場合、承継者自身の決算報告と

は別に被承継者の決算報告書を作成して提出する必要があります。 

  ・経営事項審査において、完成工事高における虚偽申請が発覚した場合は建設業者として

の営業停止等処分となります。 

 

・認可の基準については建設業法第７条（特定建設業の場合は同法第１５条）に規定する

許可の基準と、欠格要件については同法第８条に規定する欠格要件と原則同様に取り扱う

ものとします。 

 ※承継者について、経管・専技・社会保険・財産的基礎等の要件は原則新規許可と同様の

基準で審査を行います。 

 

（２）許可の番号及び有効期間の取扱いについて 

・承継人（相続人）が事業承継後（相続後）に使用する許可番号については、被承継人（被

相続人）のものを引き続き使用することとなりますが、承継人（相続人）が建設業者であ

る場合は、承継人（相続人）が使用する許可番号を選択することができます。 
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・有効期間については、その残存期間にかかわらず、承継のあった日から５年目の承継のあ

った日に対応する日をもって満了となります。 

 例）承継日（相続＝死亡日）令和３年４月１日 ※承継日（相続＝死亡日）も許可は有効 

          許可日 令和３年４月２日  

       許可有効期間 令和３年４月１日 ～ 令和８年４月１日（５年と１日） 

      更新後の許可日 令和８年４月２日 

   更新後の許可有効期間 令和８年４月２日 ～ 令和１３年４月１日（５年） 

 

（３）標準処理期間について 

  承継等の認可制度については、本県審査に係るノウハウの蓄積も浅いため、申請書を受理

してから２～３ヵ月を目安としますが、補正等が発生した場合は超過することがありますの

で予めご了承下さい。 

  ※従前の許可が更新期限を迎える場合は、更新申請を行った上で認可申請をご検討下さい。 

 

（４）認可申請受付後の提出書類について 

  内部の本審査で内容に疑義が生じた場合は、別途確認書類や補正資料等を求めることとな

ります。また、承継人の事務所が被承継人と異なる場合は営業所調査を実施します。 

  その結果、認可の基準に適合しない場合や後日提出を要する書類が提出されない場合は、

取り下げ書の依頼を行います。 

  なお、新設分割による申請で認可後に法令で定められた期限以内に提出がないことにより

許可要件（認可日＝承継日時点）を確認できない場合は、事前認可の取消し処分の対象とな

り得るため、必ず期限以内に提出するようにお願いします。 

 例）・常勤役員等（経管※補佐者含む）、専任技術者の常勤性の確認資料・・・２週間以内 

   ・健康保険等の加入状況（7号の 3）及び加入証明資料・・・２週間以内 

   ・登記事項証明書、定款、法人設立届又は事業開始届・・・３０日以内 

※本県審査担当と十分な打ち合わせを行い、認可通知書交付と同時に許可要件が確認でき

るように協力してください。 

 

２ 譲渡及び譲受け、合併、分割について 

（１）共通事項 

・認可にあたっては、事業承継の日の前にあらかじめ申請をする必要がある。（建設業法第１

７条の２第１項～第３項） 

 

（２）認可の手続きについて 

・審査の円滑な実施のため、事業承継の認可申請が必要となると見込まれる場合は、必ず事

業承継の日の 2ヶ月前までに申し出、事前打ち合わせを行うこと。 

 

（３）譲渡及び譲受け、合併、分割に関する契約書の写し等について 

・譲渡及び譲受け、合併、分割に関する契約書の写しについては、株主総会の承認を受けた

ものを提出すること（株主総会の承認が不要な場合を除く）。 
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・分割が新設分割である場合、分割契約書・分割比率説明書、株主総会の承認を受けた新設

分割計画書を提出すること。 

・譲渡及び譲受けについて、個人事業主が法人に成り代わる（法人成り）場合は、当該個人

事業主と法人成り後の法人との譲渡契約書を添付すること。 

 ※譲渡契約における認可の場合、譲渡先の法人が設立されていない状態では認可申請の主体

が不確定であり、通常は申請を行うこと自体が不可能であると考えられますので、法人設

立後に申請をお願いします。（法人未設立の場合、許可有効期間の始期日である譲渡日に許

可要件に係る法的構成が不確実であり許可行政庁側が確認できないままの許可となりえ

る。） 

 ※個人事業主が法人成り後の法人の 1人代表取締役となる場合、法人の口座開設・税務署へ

の法人設立届出以外の法人側としての職務が全く発生しないという根拠は乏しく、現在許

可の建設業に係る職務（経管・専技等）があるため 2人以上（個人事業主以外が代表取締

役）の役員を設置すること。なお、諸事情により個人事業主が法人成り後の 1人代表取締

役として申請する場合は、認可申請書受理と同時に廃業届（法人設立日で廃業日記入）を

提出すること。これをもって、許可要件の不足により認可ができない場合の本県の備えと

する。 

なお、認可処分を行えた場合は、認可通知交付時に廃業届は必ず返却します。 

 ※健康保険加入に関しては、法人としても経管・専技としても譲渡日＝認可日の確実な加入

を促すためにも、申請受理後に認可日以前の加入も認めることとするため、審査担当と十

分に打ち合わせをしてください。 

・株主総会の決議録等については、被承継人及び承継人それぞれについて提出すること。 

 

３ 相続について 

（１）申請要件等について 

・相続による認可を受けようとする場合、相続人は、被相続人の死亡後３０日以内に申請す

る必要がある。（建設業法第１７条の３第１項） 

・相続人が認可の申請をしたときは、被相続人の死亡の日からその認可を受ける日までは、

被相続人に対して行った建設業の許可は、その相続人に対して行ったものとみなす。（建設

業法第１７条の３第２項） 

※相続による認可の場合、被相続人の死亡の時から適正な経管・専技がいることを立証でき

なければ許可要件を欠くことになるため認可はできません。 

（２）相続人同意書について 

・申請人以外に相続人がある場合には、申請者以外のすべての相続人が当該建設業を申請者

が継続して営業することに対し同意する旨を記載した書面に申請者以外のすべての相続人

が住所及び氏名を記載した誓約書を提出すること。 

 ※被相続人と相続人との続柄を証する戸籍謄本等も提出。 

 

４ その他 

（１）申請者の方へ 

  当該認可制度における申請は、廃業届と同様に建設業許可事業者としての地位喪失だけで

なく、売上げや利益等の事業者全体の地位承継と捉えることができますので、その影響が非
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常に大きいものとなります。そのため、本県窓口審査では本人の意思に基づく、真に権限の

ある者からの申請であるか等を、審査窓口におけるヒアリングや運転免許証・行政書士証等

の確認を通じて慎重に行うこととしています。 

  その結果、申請内容や代理権行使に疑義がある場合は受理ができないことになります。行

政書士法に基づく代理権行使の場合、必ず委任状の提出をお願いします。後日、当該申請に

関してトラブルが発生した場合（申請書虚偽記載、偽造添付書類、無権代理等）には、当該

代理人の責任でご対応いただくことに加え、申請人への取消処分等もありえます。 

 ※適法な代理人である行政書士からの受付・相談は事前予約の上で従来通り取扱います。 

行政書士法違反による無権代理申請によるトラブル防止のための慎重な運用となります。 

 

 

（２）受付窓口等について 

・事業承継の認可については、当面の間、本庁（県庁建築指導課建設業係）にて行います。 

・現在、審査の詳細な取扱いについて明確でない点があることから、審査に時間がかかる可

能性があります。あらかじめ余裕をもって事前の準備、相談、申請をされるようお願いし

ます。 

・今後、取扱いの統一を図る目途が立ちましたら、出先機関（管轄の県土整備事務所建築指

導課）での受付とする予定です。 

 

（３）認可手続きに基づかない事業承継等について 

・今回の法改正にかかわらず、従来の手続き（被承継者の廃業届出と承継者の新規申請の同

時提出）による事業承継、法人成りも引き続き可能となりますので、許可までの時間を重

視される場合は、従来の手続きをご利用ください。 
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記載要領 

１ 「 地方整備局長 

      北海道開発局長                  及び       については、不要のものを消すこと。 

知事」、 

２  「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載

すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

３ 太線の枠内には記入しないこと。 

４          で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場

合は、例えば    １ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業     のように左詰めで記入すること。 

５   ０ ３「譲渡及び譲受け年月日」の欄は、譲渡及び譲受けを行う年月日を記入すること。 

６   ０ ４「譲渡及び譲受けの理由」の欄は、譲渡及び譲受けを行う理由を簡潔に記入すること。 

７   ０ ６「引き続き使用する許可番号」の欄は、譲渡する建設業又は譲受人が現在有している建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、建設業の許可

を行った者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用することはできないため記入しないこと。 

８   ０ ７「譲渡及び譲受け後に譲受人が営業する建設業」の欄は、この申請により認可を受け譲渡及び譲受けが行われた後に営業する建設業について、一般 

  建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムを記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

９   ０ ８「認可申請時において譲受人が許可を受けている建設業」の欄は、譲受人が建設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、８と同じ要領で記入

すること。 

10   ０ ９又は２ ０「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

11   １ ０又は２ １「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いること。 

（例 （ 株 ） Ａ 建 設    

Ｂ 建 設 （ 有 ）   ） 

 

 

 

12   １ １又は２ ２「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのよ

うに１文字として扱うこと。 

13   １ ２又は２ ３「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合はその者の氏名を、それぞれ姓と名の間に１カラム空けて記入すること。

また、「支配人の氏名」の欄は、申請者が個人の場合において、支配人があるときは、その者の氏名を記載すること。 

14   １ ３「譲受及び譲受け後の主たる営業所の所在地市区町村コード」又は２ ４「主たる営業所の所在地市町村コ－ド」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全

国地方公共団体コード」）により、営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を記載すること。 

15  １ ４「譲受及び譲受け後の主たる営業所の所在地」の欄又は２ ５「従たる営業所の所在地」の欄は、14により記入した市区町村コードによって表される市区町村に続く町名、街区

符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３   のように記入すること。 

16  １ ５又は２ ６のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記

入すること。 

17  １ ６又は２ ７のうち          の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあっては資本金額を、それ以外の法人にあっては出資 

総額を記入し、申請者が個人の場合には記入しないこと。 

  「法人番号」の欄は、申請者が法人であって法人番号（行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法

人番号をいう。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

18  １ ８又は２ ９のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ譲受人又は譲渡人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

 

  「許可番号」の欄の    コード」の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに数字を記入するに当たって空位のカラムに「０」を記入すること。 

なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記入すること。 

19  １ ９「譲り渡す建設業」の欄は、この申請書により譲渡及び譲受けの認可を申請する譲渡人が許可を受けている建設業を８と同じ要領で記入すること。 

20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

土木一式工事業（土） 

建築一式工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工・コンクリート工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清） 

解体工事業（解） 

種  類 略 号 種  類 略 号 

株 式 会 社 (株) 特 例 有 限 会 社 （有） 

合 名 会 社 （名） 合 資 会 社 （資） 

合 同 会 社 （合） 協 同 組 合 （同） 

協 業 組 合 （業） 企 業 組 合 （企） 

「国土交通大臣 

     知事」 

「般 

 特」 

「大臣 

 知事 

福岡県内は本手引きの175頁市町村 
コード表を参照してください。 

本手引きの174頁国土交

通大臣・都道府県知事コ

ード表を参照してくださ

い。 

「資  本  金  額  

又は出資総額 」 



様式第二十二号の六（第十三条の二関係）

殿

記載要領

「

については、不要のものを消すこと。

地方整備局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　福岡建設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　福岡　一郎

北海道開発局長

福岡県　知事

地方整備局長　　

北海道開発局長　　

　　　　　知事　」

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

　申請者は、第13条の２第８項の規定により読み替えて準用する第７条第２号に規定
する届書を譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割の日から法令で定められた期限まで
に提出することを誓約します。

令和　３　年　７　月　１　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　福岡県福岡市博多区東公園７－７
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

092-651-2222

福岡市博多区東公園７番７号
（株）福岡建設

福岡市博多区東公園７番８号
（株）福岡土木

福岡県 福岡市博多区

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

認可申請時におい
て合併存続法人が
許可を受けている
建 設 業

合併後の主たる営
業所の所在地市町
村 コ ー ド

地方整備局長

合 併
の 理 由

合 併 の 価 格

申請者

知事
項 番

１

5

福岡県　知事

代表取締役　福　岡　二　郎

合 併 年 月 日

令和

15

年

月

大臣

3

コード

第

北海道開発局長

許可（

殿

）０許 可 番 号

０

（用紙Ａ４）

合　併　認　可　申　請　書

この申請書により、合併の認可を申請します。

１11０

（第１面)

様式第二十二号の七（第十三条の二関係）

令和　３　年　７　月　１　日

日
国土交通大臣

代表取締役　福　岡　一　郎

知事
般

－

5

日月

特

認可申請年月日

11 13

０

10

73

２

土 建 大 左

号

令和

年

） 福 岡商 号 又 は 名 称 １ ０ （ 株

オ カ イ チ ロ ウ

3 5

郎

1

7

3 2 都道府県名

園

16 1 1 1

と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清

０ ７ 1 1
合併後に営業しよ
うとする建設業

オ カ ケ
商号又は名称の
フ リ ガ ナ

０ ９ フ ク

23 25 30 35 40

ン セ ツ

3 5 10 15 20

建 設

4023 25 30 35

3 5 10 15 20

代表者の氏名の
フ リ ガ ナ

１ １ フ ク

3 5 10

一
代 表 者

１ ２ 福 岡
の 氏 名

3 5

１ ３ 4 0 市区町村名

20

合併後の主たる
営業所の所在地

１ ４ 東 公 7 －

10 15

23 25 30 35 40

3 5 6 10 15 20

郵 便 番 号 １ ５ 8 1 2 － 8 5 7 7 9 2 －

9 0 0 0 （千円）

フ ァ ッ ク ス 番 号

5 － 1電 話 番 号 0

4 5 10 13 15 20 25

資 本 金 額 等 １ ６ 9 0 1 21 2 3 4 5 6 37 8

3 5 10 15 20

０ ３ 0 1

3 5 7

令和 0 3 年 1 0 月 日

競争力を強化するため
０ ４

８,０００,０００円０ ５

大臣コード
知事

3 5 10

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６ 4 0
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

第 0 0 0 1 2 3 号

　　　　＜合併存続法人又は合併により新設される法人に関する事項＞

3 5 10 15 25 30

０ ８ 1

0 1

１.一般

２.特定

１.一般

２.特定
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

福岡県 福岡市博多区

092-651-2221

認可申請時に合併
消滅法人が許可を
受けている建設業

1

11

年 0

10

0 0 1 2 3 0号 令和

5

0
国土交通大臣

大臣コード
知事

3

知事

13 15

許 可 番 号 １ ８ 4 9 月 1許可（
般
特

－ ）第 0

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７ 2

ファックス番号　０９２－６５１－２２２２

（ ）

所属等      総務課 氏名　　　　　　福岡　二郎 電話番号　　０９２－６５１－１１１１

0 日

　　　＜合併消滅法人に関する事項＞
土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清

１ ９ 1

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ フ ク オ カ ド ボ ク

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称 ２ １ （ 株 ） 福 岡 土 木

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

代表者の氏名の
フ リ ガ ナ

２ ２ フ ク オ カ ジ ロ ウ

代 表 者
２ ３ 福 岡

の 氏 名

3 5 10

４

二 郎

2 都道府県名
主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２

20

4 0 1 3

主たる営業所の
所 在 地

２ ５ 東 公 園 7 － 8

23 25 30 35 40

3 5 6 10 15 20

郵 便 番 号 ２ ６ 8 1 2 － 8 5 7 7 1 1電 話 番 号 0 9 2 － 6 2

フ ァ ッ ク ス 番 号

5 1 － 1

4 5 10 13 15 20 25

資 本 金 額 等 ２ ７ 6 0 0 0 （千円） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 4

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 2 （ ）

大臣コード
知事

3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 4 0
国土交通大臣

許可（
般

－ ）第 0 0 0 3 02 1 号 令和 0 1 日
知事 特

（用紙Ａ４）

（第２面）

年 0 1 月 1

0 1

0 1

１.一般

２.特定
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記載要領 

１ 「 地方整備局長 

      北海道開発局長                  及び       については、不要のものを消すこと。 

知事」、 

２  「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載する

こと。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

３ 太線の枠内には記入しないこと。 

４          で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、

例えば    １ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業     のように左詰めで記入すること。 

５   ０ ３「合併年月日」の欄は、合併を行う年月日を記入すること。 

６   ０ ４「合併の理由」の欄は、合併を行う理由を簡潔に記入すること。 

７   ０ ６「合併後に引き続き使用する許可番号」の欄は、合併消滅法人又は合併存続法人が現在有している建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、建設

業の許可を行った者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用することはできないため記入しないこと。 

８   ０ ７「合併後に営業を行う建設業」の欄は、この申請により認可を受け合併が行われた後に営業する建設業について、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の

表の（ ）内に示された略号のカラムを記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

９   ０ ８「認可申請時において合併存続法人が許可を受けている建設業」の欄は、合併存続法人が建設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、８と同じ要

領で記入すること。 

10   ０ ９又は２ ０「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

11   １ ０又は２ １「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いること。 

（例 （ 株 ） Ａ 建 設    

Ｂ 建 設 （ 有 ）   ） 

 

 

 

12   １ １又は２ ２「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように

１文字として扱うこと。 

13   １ ２又は２ ３「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合はその者の氏名を、それぞれ姓と名の間に１カラム空けて記入すること。また、

「支配人の氏名」の欄は、申請者が個人の場合において、支配人があるときは、その者の氏名を記載すること。 

14   １ ３「合併後の主たる営業所の所在地市区町村コード」又は２ ４「主たる営業所の所在地市町村コ－ド」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共団体

コード」）により、営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を記載すること。 

15  １ ４「合併後の主たる営業所の所在地」の欄又は２ ５「従たる営業所の所在地」の欄は、14により記入した市区町村コードによって表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番

号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３   のように記入すること。 

16  １ ５又は２ ６のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記入す

ること。 

17  １ ６又は２ ７のうち          の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあっては資本金額を、それ以外の法人にあっては出資総額を記入し、申請者が個人の場

合には記入しないこと。 

  「法人番号」の欄は、申請者が法人であって法人番号（行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番

号をいう。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

18  １ ８又は２ ９のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ合併存続法人又は合併消滅法人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

  「許可番号」の欄の    コード」の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに数字を記入するに当たって空位のカラムに「０」を記入すること。 

なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記入すること。 

19  １ ９「認可申請時に合併消滅法人が許可を受けている建設業」の欄は、この申請書により合併の認可を申請する合併消滅法人が許可を受けている建設業を８と同じ要領で記入すること。 

20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

21 合併消滅法人（建設業者としての地位を継承させる者に限る。）が複数ある場合には、＜合併消滅法人に関する事項＞については、合併消滅法人ごとに記載すること。 

土木一式工事業（土） 

建築一式工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工・コンクリート工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清） 

解体工事業（解） 

種  類 略 号 種  類 略 号 

株 式 会 社 (株) 特 例 有 限 会 社 （有） 

合 名 会 社 （名） 合 資 会 社 （資） 

合 同 会 社 （合） 協 同 組 合 （同） 

協 業 組 合 （業） 企 業 組 合 （企） 

「国土交通大臣 

     知事」 

「般 

 特」 

「大臣 

 知事 

福岡県内は本手引きの 

175頁市町村コード表 

を参照してください。 

本手引きの174頁国 

土交通大臣・都道府 

県知事コード表を参 

照してください。 

「資  本  金  額  

又は出資総額 」 



行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

認可申請時におい
て許可を受けて
い る 建 設 業

5

15

1０ ８ 1

303 5 25

　　　　＜分割承継法人に関する事項＞

20

（第１面）

103 5

1510

知事 特
許可（

般
－

国土交通大臣
0 1 2 3 号） 0 0第

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６ 4 0

3 5 10

０ ５

大臣コード
知事

９,０００,０００円

0 1 月 1 0 日

3 5 7

０ ３ 令和 0 3 年

1 2 36 7 8 9 00 （千円） 1 2 3 41 0 0 0

25

資 本 金 額 等 １ ６

13 15 204 5 10

1

フ ァ ッ ク ス 番 号

5 1 － 1 1 1電 話 番 号 0 9 2 － 62 － 8 5 7 7郵 便 番 号 １ ５ 8 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

－ 7園

分割後の主たる営
業所の所在地市区
町 村 コ ー ド

3

分割後の主たる営
業 所 の 所 在 地

１ ４ 東 公

3 5 10 15

１ ３ 4 3 2 都道府県名

5

市区町村名0 1

3 5 10

一 郎
代 表 者

１ ２ 福 岡
の 氏 名

オ カ イ チ ロ ウ
代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

１ １ フ ク

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 福 岡 土 木商 号 又 は 名 称 １ ０ （ 株

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ボ ク
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ９ フ ク オ カ ド

1

消 清

０ ７ 1 1

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機鋼 筋屋 電 舗しゆ土 建 大 左

組織再編のため
０ ４

管 タ石

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

地方整備局長

分 割 の 理 由

分 割 の 価 格

項 番

０

分 割 年 月 日

令和

15

年

月

月

号

知事

０ １

5

特

大臣

3

コード

福岡県　知事
北海道開発局長

許可（

殿

）

０

（用紙Ａ４）

分　割　認　可　申　請　書

この申請書により、分割の認可を申請します。

１２１０

様式第二十二号の八（第十三条の二関係）

令和　３　年　７　月　１　日

日

申請者

10 13

分割後に営業しよ
うとする建設業

国土交通大臣

7

知事
第

般

と

11

許 可 番 号

3

２ 令和

年－

認可申請年月日

5

日

福岡市博多区東公園７番７号
（株）福岡土木
代表取締役　福　岡　一　郎
福岡市博多区東公園７番８号
（株）福岡舗装
代表取締役　福　岡　二　郎

福岡県 福岡市博多区

092-651-2222

20

7

0 1

１.一般

２.特定

１.一般

２.特定
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

認可申請時に分割
被承継法人が許可
を 受 け て い る
建 設 業

日
知事 特

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 2

年 0）第 0 0 0 1 月 1 02 1 号 令和 0 130
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 4

（ ）

大臣コード
知事

3

1 2 45 6 7 8 9 00 （千円） 1 2 3 45 0 0

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

2

フ ァ ッ ク ス 番 号

5 1 － 1 1 1電 話 番 号 0 9 2 － 62 － 8 5 7 7郵 便 番 号 ２ ６ 8 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

公 園 7 － 8

20

4 0 1 3

主たる営業所の所
在 地

２ ５ 東

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４

二 郎

2 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３ 福 岡

の 氏 名

オ カ ジ ロ ウ
代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

２ ２ フ ク

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 福 岡 舗 装商 号 又 は 名 称 ２ １ （ 株

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

オ カ ホ ソ ウ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ フ ク

3 5 10 15 20

1１ ９

園通鋼 筋 舗 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶しゆ板 ガ

（用紙Ａ４）

（第２面）

　　　　＜分割被承継法人に関する事項＞
土 建 大 左 と

大臣コード

ファックス番号　０９２－６５１－２２２２

（ ）

所属等      総務課 氏名　　　　　　福岡　二郎 電話番号　　０９２－６５１－１１１１

0 9

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７ 2

月0 0 0 1 1 0 日
知事 特

号 令和 1 年 02 3許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 １ ８ 4 0
国土交通大臣

知事
3 5 10

石 屋 電

福岡県 福岡市博多区

092-651-2221

管 タ

0 1

0 1

１.一般

２.特定
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記載要領 

１ 「 地方整備局長 

      北海道開発局長                  及び       については、不要のものを消すこと。 

知事」、 

２  「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載

すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

３ 太線の枠内には記入しないこと。 

４          で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場

合は、例えば    １ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業     のように左詰めで記入すること。 

５   ０ ３「分割年月日」の欄は、分割を行う年月日を記入すること。 

６   ０ ４「分割の理由」の欄は、分割を行う理由を簡潔に記入すること。 

７   ０ ６「分割後に引き続き使用する許可番号」の欄は、分割被承継法人又は分割承継法人が現在有している建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、

建設業の許可を行った者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用することはできないため記入しないこと。 

８   ０ ７「分割後に営業を行う建設業」の欄は、この申請により認可を受け分割が行われた後に営業する建設業について、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、

次の表の（ ）内に示された略号のカラムを記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

９   ０ ８「認可申請時において分割承継法人が許可を受けている建設業」の欄は、分割承継法人が建設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、８と同

じ要領で記入すること。 

10   ０ ９又は２ ０「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

11   １ ０又は２ １「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いること。 

（例 （ 株 ） Ａ 建 設    

Ｂ 建 設 （ 有 ）   ） 

 

 

 

12   １ １又は２ ２「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのよ

うに１文字として扱うこと。 

13   １ ２又は２ ３「代表者の氏名」の欄は、法人の代表者の氏名を姓と名の間に１カラム空けて記入すること。 

14   １ ３「分割後の主たる営業所の所在地市区町村コード」又は２ ４「主たる営業所の所在地市町村コ－ド」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共

団体コード」）により、営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を記載すること。 

15  １ ４「分割後の主たる営業所の所在地」の欄又は２ ５「主たる営業所の所在地」の欄は、14により記入した市区町村コードによって表される市区町村に続く町名、街区符号及び住

居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３   のように記入すること。 

16  １ ５又は２ ６のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記

入すること。 

17  １ ６又は２ ７のうち          の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあっては資本金額を、それ以外の法人にあっては出資総額を記入すること。 

  「法人番号」の欄は、申請者が法人であって法人番号（行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法

人番号をいう。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

18  １ ８又は２ ９のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ分割承継法人又は分割被承継法人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

  「許可番号」の欄の    コード」の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに数字を記入するに当たって空位のカラムに「０」を記入すること。 

なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記入すること。 

19  １ ９「認可申請時に分割被承継法人が許可を受けている建設業」の欄は、この申請書により合併の認可を申請する分割被承継法人が許可を受けている建設業を８と同じ要領で記入す

ること。 

20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

21 分割被承継法人（建設業者としての地位を継承させる者に限る。）が複数ある場合には、＜分割被承継法人に関する事項＞については、分割被承継法人ごとに作成すること。 

土木一式工事業（土） 

建築一式工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工・コンクリート工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清） 

解体工事業（解） 

種  類 略 号 種  類 略 号 

株 式 会 社 (株) 特 例 有 限 会 社 （有） 

合 名 会 社 （名） 合 資 会 社 （資） 

合 同 会 社 （合） 協 同 組 合 （同） 

協 業 組 合 （業） 企 業 組 合 （企） 

「国土交通大臣 

     知事」 

「般 

 特」 

福岡県内は本手引きの175頁市町村

コード表を参照してください。 

「大臣 

 知事 

本手引きの174頁国土交通大

臣・都道府県知事コード表を参

照してください。 

「資  本  金  額  

又は出資総額 」 
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様式二十二号の九（第十三条の二関係） 

 

 

 

届   出   書 

令和 ３年 ７月 １日 

  

 福岡県知事 殿              福岡県福岡市博多区東公園７番７号 

                      （株）福岡建設 

届出者 代表取締役 福岡 一郎   

 
                譲渡及び譲受け 
 以下のとおり、国土交通大臣に 合     併 の認可の申請を行いましたの 
                分     割 

で届出をします。 

 

記 

１．届出者に関する事項 

名称 （株）福岡建設 

許可番号 福岡県知事許可（般－１）第 012345号 

許可を受けている

建設業 

土、と、舗 

 

２．譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割に関する事項 

（１）譲渡人、合併消滅法人又は分割被承継法人に関する事項 

名称  

許可番号  

許可を受けている

建設業 

届出者と同一 

（２）譲受人、合併存続法人若しくは合併により設立される法人又は分割承継法人に関する事項 

名称 田中株式会社 

許可番号 国土交通大臣許可（特－29）第 543210号 

許可を受けている 

建設業 

建、大、屋 

（３）その他 

認可の 

申請 

申請先の地方整備局等 九州地方整備局 

申請を行った日 令和３年６月２０日 

譲渡及び譲受け又は合併若しく

は分割の予定日 

令和３年１０月２０日 

 

福岡県知事許可の建設業者が、国土交通大臣許可の業者又福岡県以外の

都道府県知事許可の業者と譲渡及び譲受け・合併・分割の認可申請を行

った場合に提出が必要です。 

届出者の許可内容について記載 

 

 

 

譲受人等の許可内容について記載 

（届出者と同一の場合はその旨を記

載する。） 

譲受人等の許可内容について記載 

（届出者と同一の場合はその旨を記

載する。） 
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記載要領 

  

１             については、不要なものを消すこと。 

 

２ ２.（２）について合併により設立される法人又は分割承継法人（新設分割により設立される法人に限る。）である場合に

は、許可番号及び許可を受けている建設業については記載を要しない。 

３ ２.（１）又は（２）について届出者と同一である場合には、名称の欄に「届出者と同一」と記載することで、２.（１）

又は（２）の名称以外の部分については記載しない。 

「 譲渡及び譲受け 

合      併 

分        割  」 



行政庁側記入欄
許可年月日

解

１．有
２．無

許可年月日

相続後に相続人が営業
しようとする建設業

10 15 20

3 5 7

3 5 6

て相続人が許可を
０ ６

受けている建設業

25 301510

3 5 10 15

0 0 1 2 3 号－ ）
知事 特

第 0
引き続き使用する
許 可 番 号

０ ４ 4 0

一 郎

3 5 10
支配人の氏名

氏 名
１ ０ 福 岡

ウオ カ イ チ ロ
氏 名 の
フ リ ガ ナ

０ ９ フ ク

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

０ ８ 福 岡 土 木

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ク

＜相続人に関する事項＞

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

20

認可申請時におい 3

ボ

0 日０ ３

国土交通大臣
許可（

般

令和 0 3

０ ７ フ

5

年 0 6 月 2

ク オ カ ド

1５

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

地方整備局長

令和　３　年　７　月　１　日

福岡市博多区東公園７番７号
福岡土木

項 番

商 号 又 は 名 称

15

年

月年第

知事

０ １

5

特

大臣

3

コード

福岡県　知事 相続人
北海道開発局長

許可（

殿

）

０

（用紙Ａ４）

相　続　認　可　申　請　書

この申請書により、建設業の相続の認可を申請します。

1３

様式第二十二号の十（第十三条の三関係）

1０

（第１面）

日
国土交通大臣

10

号

11

知事
令和

般
－

5

日月

7

０

０

3

２ 令和

1 1

1

ガしゆ管 タ 鋼 舗 板筋土 建 大 左 と 石 清絶 通 園 井 具 水 消内 機屋 電

10 15

コード
知事

3

3

3 5

フ ァ ッ ク ス 番 号

－ 8 5

13

1

1

大臣

相続後の主たる
営業所の所在地
市区町村コード

3

１ ２ 4 0

許 可 番 号

認可申請年月日

5

塗 防

大臣コード

１ 　子

7 － 7

2 都道府県名 市区町村名

１ ３ 東 公 園

20

7 1 10 9 2 － 6電 話 番 号郵 便 番 号 １ ４ 8 2 7 5 1 － 1

13 15

許 可 番 号 １ ６

5

国土交通大臣
許可（

般
－ ）

知事 特
日

35 40

号 令和 年

11

月第

23 25 30

相 続 後 の 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

）

3 5

被相続人との続柄
１

建設業以外に行つている営業の種類

10

3

被 相 続 人 の
死 亡 日

兼 業 の 有 無 １ ５ 2 （

知事

代表者　福　岡　一　郎

福岡県 福岡市博多区

092-651-2222

申請者

10

0 1

１.一般

２.特定

１.一般

２.特定
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解

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

3 5 6 10 15 20

6 月 2 6 日
知事 特

号 令和 0 1 年 00 0 0 1 2 3許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ２ ６ 4 0
国土交通大臣

大臣コード
知事

3 5 10

3
建設業以外に行つている営業の種類

）兼 業 の 有 無 ２ ５ 2 （

1

フ ァ ッ ク ス 番 号

5 1 － 1 1 1電 話 番 号 0 9 2 － 62 － 8 5 7 7郵 便 番 号 ２ ４ 8 1

23 25 30 35 40

－ 7

3 5 10 15 20

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ３ 東 公

＜被相続人に関する事項＞

3 5 10 15

1

20

ク
氏 名 の
フ リ ガ ナ

２ ０ フ

清

1

フ

舗 防 園

１ ８

１ ７

5 10 15 20

ク オ カ ド ボ ク

23 25 30 35 40

2010 153 5

福 岡 土 木９

23 25 30 35 40

ウオ カ ジ ロ

園

3 5 10
支配人の氏名

福 二 郎岡

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3

２ ２ 4

氏 名
２ １

市区町村名0 1 3 2 都道府県名

5

7

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称 １

大 電

1

しゆ土
許可を受けていた
建 設 業

3

井絶

ファックス番号　０９２－６５１－２２２２

所属等      総務課 氏名　　　　　　福岡　二郎 電話番号　　０９２－６５１－１１１１

管左 と 石 屋 塗板 ガ鋼 筋タ

（用紙Ａ４）

具 水内

（第２面）

消機建

092-651-2222

福岡県 福岡市博多区

通

0 1

１.一般

２.特定
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記載要領 

１ 「 地方整備局長 

      北海道開発局長                  及び       については、不要のものを消すこと。 

知事」、 

２  「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載

すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

３ 太線の枠内には記入しないこと。 

４          で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場

合は、例えば    １ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業     のように左詰めで記入すること。 

５   ０ ３「被相続人の死亡日」の欄は、被相続人の死亡の年月日を記入すること。 

６   ０ ４「引き続き使用する許可番号」の欄は、被相続人又は相続人が現在有している建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、建設業の許可を行っ

た者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用することはできないため記入しないこと。 

７   ０ ５「相続の認可を受けた後に相続人が営業する建設業」の欄は、この申請により認可を受け建設業者としての地位を継承した後に営業する建設業について、一般建設業の場合は 

「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムを記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８   ０ ６「認可申請時において相続人が許可を受けている建設業」の欄は、相続人が建設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、７と同じ要領で記入

すること。 

９   ０ ７又は１ ８「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

10   ０ ９又は２ ０「個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字

として扱うこと。 

11   １ ０又は２ １「個人の氏名」の欄は、申請者の氏名を姓と名の間に１カラム空けて記入すること。また「支配人の氏名」の欄は、支配人があるときは、その者の氏名を記載するこ

と。 

12   １ ２「相続後の主たる営業所の所在地市区町村コード」又は２ ２「主たる営業所の所在地市町村コ－ド」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共

団体コード」）により、営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を記載すること。 

13  １ ３「相続後の主たる営業所の所在地」の欄又は２ ３「主たる営業所の所在地」の欄は、11により記入した市区町村コードによって表される市区町村に続く町名、街区符号及び住

居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３   のように記入すること。 

14  １ ４又は２ ４のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記

入すること。 

15  １ ６又は２ ６のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ相続人又は被相続人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

  「許可番号」の欄の    コード  の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに数字を記入するに当たって空位のカラムに「０」を記入すること。 

なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記入すること。 

16  １ ７「被相続人が許可を受けていた建設業」の欄は、この申請により相続の認可を申請する被相続人が許可を受けていた建設業を７と同じ要領で記入すること。 

17 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

土木一式工事業（土） 

建築一式工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工・コンクリート工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清） 

解体工事業（解） 

「国土交通大臣 

     知事」 

「般 

 特」 

福岡県内は本手引きの175頁市町村コード 

表を参照してください。 

本手引きの174頁国土交通大

臣・都道府県知事コード表を参

照してください。 

「大臣 

 知事   」 
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様式二十二号の十二（第十三条の三関係） 

 

届   出   書 

令和 ３年 ７月 １日 

 福岡県知事 殿 

                        福岡市博多区東公園７番７号 

                        福岡土木 

届出者 福岡 二郎        

 

 以下のとおり、国土交通大臣に相続の認可の申請を行いましたので、       

 

に関する事項について、届出をします。 

 

１．届出をする      に関する事項 

 

名称 福岡土木 

許可番号 福岡県知事許可（般－１）第 012345号 

許可を受けている

建設業 

大、と 

 

２．届出者に関する事項 

名称  

許可番号  

許可を受けている

建設業 

届出者と同一 

 

３．その他 

認可の申請 申請先の地方整備局等 九州地方整備局 

申請を行った日 令和３年５月１日 

被相続人の死亡日 令和３年４月２０日 

 

記載要領 

 

 １        については、不要なものを消すこと。 

 

２ １．の届出が相続人に関するものであるときは、２．の届出者に関する事項の記載は要し

ない。 

相 続 人 

被相続人 

 

相続人 

被相続人 

「相 続 人 

被相続人」 

福岡県知事許可に係る相続認可申請を、国土交通大

臣許可に行った場合に提出が必要です。 

届出者の許可について記載（届出者が相続人であ

り、相続人の事項について届出する場合は、その旨

を記載する。） 


